
【公共事業関係費】

新規事業採択箇所数

河川事業 補助事業 3

合　　　　計 3

注１

平成２９年度予算に向けた新規事業採択時評価について
（平成２９年３月末時点）

事　　　業　　　区　　　分

直轄事業等には、独立行政法人等施行事業を含む



【公共事業関係費】

【河川事業】
（補助事業）

64 147 59 2.5
水管理・国土保全局治水
課
（課長　泊　宏）

83 355 76 4.6
水管理・国土保全局治水
課
（課長　泊　宏）

96 459 93 4.9
水管理・国土保全局治水
課
（課長　泊　宏）

費用の内訳

費用:C(億円)
事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

吉田川床上浸水対策特別緊急
事業
宮城県

【内訳】
被害防止便益：146億円
残存価値：0.71億円

【主な根拠】
年平均浸水被害軽減戸数:22戸
年平均浸水被害軽減面積:37ha

【内訳】
　建設費　　　53億円
　維持管理費　6.0億円

新規事業採択時評価結果一覧
（平成２９年３月末現在）

・平成23年の浸水被害をはじめ，平成27年9月関東・東北豪雨では，床
上浸水83戸を含む浸水戸数114戸もの甚大な被害が発生した。
・このため，平成27年9月関東・東北豪雨による洪水と同規模の洪水に
対して，河道掘削・築堤等の実施により流下能力の向上を図り，浸水被
害を解消する。

不老川床上浸水対策特別緊急
事業
埼玉県

【内訳】
被害防止便益：353億円
残存価値：2.1億円

【主な根拠】
年平均浸水軽減戸数：396戸
年平均浸水軽減面積：45ha

【内訳】
　建設費　　　 69億円
　維持管理費　7.3億円

・平成22年の浸水被害をはじめ、平成28年8月台風9号豪雨では床上浸
水181戸を含む浸水戸数755戸もの甚大な被害が発生した。
・このため、平成28年8月台風9号豪雨と同規模の洪水に対して、河道
拡幅・護岸整備等の実施により流下能力の向上を図り、家屋の床上浸
水被害を軽減する。

八田川・地蔵川床上浸水対策
特別緊急事業
愛知県

【内訳】
被害防止便益：456億円
残存価値：2.5億円

【主な根拠】
年平均浸水被害軽減戸数：460戸
年平均浸水軽減面積　　：24ha

【内訳】
　建設費　　　84億円
　維持管理費　9.1億円

・平成20年の浸水被害をはじめ、平成23年9月台風15号豪雨では床上
浸水被害99戸を含む浸水戸数129戸もの甚大な被害が発生した。
・このため、平成23年9月台風15号豪雨と同規模の洪水に対して、八田
川では河道拡幅・河床掘削等、地蔵川では排水機場整備等の実施によ
り流下能力の向上を図り、家屋の床上浸水被害を解消する。



様式Ａ

○水管理・国土保全局関係新規事業箇所について
事　　　業　　　名 事業主体 事業箇所

(1)河川事業
　①河川事業
【補助床上浸水対策特別緊急事業】
吉田川床上浸水対策特別緊急事業 宮城県 宮城県黒川郡大和町
不老川床上浸水対策特別緊急事業 埼玉県 埼玉県狭山市、入間市
八田川・地蔵川床上浸水対策特別緊急事業 愛知県 愛知県名古屋市北区東味鋺及び

3事業 春日井市御幸町



（１）河川事業

１）河川改修事業及び河川構造物改築事業等の優先度に係る評価の考え方【試行版】

下記の通り区分を設け、各項目ごとにＡ～Ｃの評価を行う。

○災害発生時の影響
想定氾濫区域内について
・浸水戸数

Ａ：1000戸以上、 Ｂ：999 ～100戸、 Ｃ：100戸未満
・軒下浸水（２ｍ）以上の浸水戸数

Ａ：100戸以上、 Ｂ：99 ～50戸、 Ｃ：50戸未満
・農地浸水面積

Ａ：1000 ha以上、 Ｂ：999 ～100 ha、 Ｃ：100 ha未満
・重要な公共施設等の有無

Ａ：５施設以上、 Ｂ：４～３施設、 Ｃ：３施設未満
□主要道路､□鉄道､□上水施設(浄水場等)､□電話(中継所)､□電気(変電所)､□市役所等､□警察署､□消防署､□保健所,□学校､□その他公共施設

・災害時要援護者関連施設の有無
Ｂ：有り

□身障者施設､□老人ﾎｰﾑ､□幼稚園､□病院､□その他施設

○過去の災害実績
過去１０箇年の実績被害を対象として
・浸水頻度（原則として水害統計に記載された延べ回数）

Ａ：４回以上、 Ｂ：３～２回、 Ｃ：２回未満
・最大浸水戸数

Ａ：1000戸以上、 Ｂ：999 ～100戸、 Ｃ：100戸未満
・軒下浸水（２ｍ）以上の浸水戸数（最大）

Ａ：100戸以上、 Ｂ：99 ～50戸、 Ｃ：50戸未満
・孤立戸数

＊１
（浸水家屋は除く）（最大）

Ａ：100戸以上、 Ｂ：99 ～50戸、 Ｃ：50戸未満
・最大農地浸水面積

Ａ：1000 ha以上、 Ｂ：999 ～100 ha、 Ｃ：100 ha未満
・避難勧告の有無

Ｂ：有り
・重要な公共施設等の有無

Ａ：５施設以上、 Ｂ：４～３施設、 Ｃ：３施設未満
□主要道路､□鉄道､□上水施設(浄水場等)､□電話(中継所)､□電気(変電所)､□市役所等､□警察署､□消防署､□保健所,□学校､□その他公共施設

・災害時要援護者関連施設の有無
Ｂ：有り

□身障者施設､□老人ﾎｰﾑ､□幼稚園､□病院､□その他施設
・重要交通網の遮断状況

Ａ：１２時間以上、 Ｂ：６時間以上１２時間未満、 Ｃ：６時間未満

○事業の緊急度
過去近３箇年の実績被害を対象として
・被害実績の有無

Ｂ：有り
・水防活動回数［累計］

Ａ：10回以上、 Ｂ：９～５回、 Ｃ：５回未満



○災害発生の危険度
・改修目標流量に対する現況流下能力の割合

Ａ：0.2以下、 Ｂ：0.21～0.49、 Ｃ：0.5以上
・現況の治水安全度

Ａ：30年未満、 Ｂ：30～50年未満、 Ｃ：50年以上(直轄河川：安全に流せる洪水規模の生起確率)
Ａ：5年未満、 Ｂ：5～10年未満、 Ｃ：10年以上(補助河川：安全に流せる洪水規模の生起確率)
Ａ：30mm/h未満、 Ｂ：30～50mm/h未満、 Ｃ：50mm/h以上(補助河川:安全に流せる降雨量)

・災害危険区域等の指定の有無（洪水氾濫によるもの。急傾斜地・土砂災害は除く。）
Ｂ：有り

・高齢化率（代表市町村の６５歳以上の人口構成比）
Ａ：40％以上、 Ｂ：40～30％以上、 Ｃ：30～20％以上

・構造物の老朽化の度合（経過年数：河川構造物改築事業のうち河川管理施設に限る）
Ａ：40年以上、 Ｂ：30年以上40年未満､Ｃ：20年以上30年未満

○水系上の重要度
・上流改修区域における想定氾濫区域内の浸水戸数

Ａ：1000戸以上、 Ｂ：999 ～100戸、 Ｃ：100戸未満

○地域開発の程度（洪水・渇水の要因となる）
・想定氾濫区域内で開発予定のある宅地面積

Ａ：１０ ha以上、 Ｂ：９～５ ha、 Ｃ：５ ha未満
・流域内の開発予定面積

Ａ：100 ha以上、 Ｂ：99～50 ha、 Ｃ：50 ha未満

○治水に対する情報提供の状況
・ハザードマップの整備・公表の有無

Ｂ：有り

上記の評価項目について、「Ａ＝３」「Ｂ＝２」「Ｃ＝１」と評点付けを行い、総合点
を算出した上で、費用対効果分析結果や、事業実施上の課題への対応、社会経済情勢、重
点施策の内容等と合わせ、新規採択を総合的に判断

＊１：孤立戸数とは、当該家屋は浸水していないものの、主要道路や鉄道施設が浸水し、
（車両等によって）高度医療機関や水防機関等への緊急の輸送等ができない状態が
３時間以上継続した家屋の数。



様式Ｂ

（１）河川事業

【河川改修事業（補助）】

河川改修事業及び河川構造物改築事業等
総便益(B) 便益の根拠情報等

直轄 河川名 総便益 総費用 水系上重要 情報提供

機構 水系名 事業主体 地先 総事業費 （億円） （Ｃ）

補助 （億円）

(億円)

補助 鳴瀬川 吉田川
宮城県黒川郡大
和町吉田地先

64 146.7 51.6 1.0 87.5 3.5 2.4 0.7 59.1 2.5     466       13     155         6         4 2 114 0 0 123.2 3 5         4 5  有         3 0.20 5年未満  － 20.4 － 0 0 0  有          41
水管理・国土保全

局治水

課（課長　泊　宏）

補助 荒川 不老川 狭山市、入間市 83 354.9 121.4 7.3 205.5 6.8 12.0 2.1 76.4 4.6 ######         -     820         9         4 3 755 0 0 351 0 5  無 2  有         2 0.20 2年未満  無 20.5 - 106
5ha未

満
50ha未

満
 有          39

水管理・国土保全

局治水

課（課長　泊　宏）

補助
一級河川
庄内川

八田川・地蔵川
愛知県名古屋市
北区東味鋺及び
春日井市御幸町

96.06 459 240.2 0.0 178.9 19.5 17.6 2.5 93 4.9   2,548 0 0         8         2 4 129 0 0 0 1 6         2 0  有 0 0.56 5年未満  無       25  － 0 0 0  有          39
水管理・国土保全

局治水

課（課長　泊　宏）

       

農作物
被害

流域内
開発予
定面積

(ha)

公共土
木施設
等被害

額

最大浸
水農地

面積(ha)

一般
資産

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

家庭 ・
事業所
応急対
策費用

等

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

浸水戸
数（戸）

担当課
（担当課長

名）残存価
値

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

避難勧
告（回）

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

評点構造物
経過年

数

営業停
止損失

最大浸
水戸数

Ｂ／Ｃ

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

重要公
共施設

災害弱
者施設

災害危
険区域

災害発生時の影響（想氾区域内） 地域開発の程度

ハザー
ドマップ
の公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

事業の緊急度

被害
実績



様式Ｃ 
   

 箇所名：吉田川床上浸水対策特別緊急事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮城県

みやぎけん

黒川郡
くろかわぐん

大和町
たいわちょう

  
  ２）河川名：鳴瀬

な る せ

川
がわ

水系
すいけい

吉
よし

田川
だ が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削，築堤，橋梁架替等  
 ４）総事業費：64億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は，過去に平成23年の浸水被害をはじめ，平成27年9月関東・東北豪雨で

は，床上浸水83戸、床下浸水31戸もの甚大な被害が発生した。このことから，早期

の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 147億円 59億円 2.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：146億円 

       残存価値  ：0.7億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：22戸  
 年平均浸水被害軽減面積：37ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   平成29年度 測量及び設計，用地補償，河道掘削等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

    466       13     155         6         4 2 114 0 0 123.2 3 5         4 5

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

避難勧
告（回）

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

最大浸
水農地
面積(ha)

災害弱
者施設

水系上重要 情報提供

 有         3 0.20 5年未満  － 20.4 － 0 0 0  有

想氾区
域内宅
地予定
面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザー
ドマッ
プの公

表

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

地域開発の程度災害発生の危険度



様式Ｃ 
   

 箇所名：不老川床上浸水対策特別緊急事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：埼玉県

さいたまけん

入間市
い る ま し

、狭山市
さ や ま し

  
  ２）河川名：荒川

あらかわ

水系
すいけい

不老川
ふろうがわ

  
  ３）諸 元：河道拡幅・護岸・橋梁架替・調節池整備 

４）総事業費：約 83 億円 

 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減を図る。  
  ２）必要性：入間市、狭山市を流れる一級河川不老川は、平成２８年８月の台風９号による

豪雨により氾濫し、床上浸水１８１戸、床下浸水５７４戸の甚大な家屋浸水被
害となったことから、床上浸水対策特別緊急事業を導入し、緊急的に事業を進
めることで、浸水被害の軽減を図る。 

 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 355億円 76億円 4.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：353億円 

       残存価値  ：2.1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：396戸  
 年平均浸水被害軽減面積：45ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
５．日程・手続き 
   平成29年度 用地補償・測量設計に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  流域市から構成される不老川流域対策推進協議会等から、不老川河川改修の早期整備

の強い要望が寄せられている。 

水系上重要 情報提供

     24,200 0      820          9          4 3 755 0 0 351 0          5  無 2時間  有  2回 0.20 2年未満  無        21  - 106 5ha未満
50ha未

満
 有           39

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

地域開発の程度

上流区
域の浸

水
戸数

高齢化
率(％)

災害危
険区域

重要公
共施設

浸水戸数
（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

災害弱
者施設

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

災害発生の危険度

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

評点最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）



様式Ｃ 
   

 箇所名：八田川・地蔵川床上浸水対策特別緊急事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛知県

あいちけん

名古屋市
な ご や し

北区東味鋺
きたくひがしあじま

及び春日井市
か す が い し

御幸町
みゆきちょう

  
  ２）河川名：庄

しょう

内川
ないがわ

水系
すいけい

八田
は っ た

川
がわ

・地蔵
じ ぞ う

川
がわ

  
  ３）諸 元：【八田川】河道整備 、橋梁改築  

       【地蔵川】排水機場整備 N=1施設(25m3/s)  
 ４）総事業費：約96億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：八田川の河道整備を実施することにより、八田川からの越水被害を解消す

るとともに、地蔵川の排水機場整備により地蔵川の溢水による被害の軽減を
図る。  

  ２）必要性： 
・平成23年9月台風15号豪雨により、愛知県尾張東部を中心に記録的な大雨となり八
田川・地蔵川の立体交差部において、工場19棟を含む床上浸水99戸の大規模な浸水
被害が発生した。浸水した地域は、住宅や日本のものづくりを支える自動車や航空
機の部品を製造する工場・事業所が密集した市街地であり、直接被害だけでなく、
関連工場等へも影響が及ぶ。その後も、平成25年度、26年度に同じ地蔵川沿いの春
日井市内では床上浸水被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要で
ある。 

  
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 459億円 93億円 4.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：456億円 

       残存価値  ：2.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：460戸  
 年平均浸水被害軽減面積：24ha  
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４．検討 
  
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   平成29年度 御幸橋改築工事に着手予定 

排水機場詳細設計に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

   2,548 0 0          8          2 4 129 0 0 0 1 6          2 0

浸水戸
数（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

重要公
共施設

災害弱
者施設

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

水系上重要 情報提供

 有 0 0.56 5年未満  無        25  － 0 0 0  有

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

流域内
開発予
定面積

(ha)

地域開発の程度

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

事業の緊急度

被害
実績

構造物
経過年

数

災害危
険区域


